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(57) 要約： ィ ンク溶媒 に対す る色材の溶解性が良好で、筆記 した描線の プ リ_ ド 滲みが生 じに くく、耐
水性が 向上 した筆記具用イ ンク組成物および色材 を提供す る。 色材 と しては、 ロイ コ染料 、造塩染料及
び フォ トク ロミック化合物か ら選 ばれ る少な くも一種 を、下記式 （I ) で示 され る化合物 に添加す ること
によ り得 られた ものが挙 げ られ る。また、筆記具用イ ンク組成物は、上記色材 を含む ことを特徴 とす るも
のである。



明 細 書

発明の名称 ：筆記具用インク組成物および色材

技術分野

[0001 ] 本発明は、筆記具用インク組成物および色材に関 し、更に詳 しくは、イン

ク溶媒に対する色材の溶解性が良好で、筆記 した描線のプ リー ド 滲みが生

じに くく、耐水性が向上 した筆記具用インク組成物および色材に関する。

背景技術

[0002] 従来より、筆記具用インク組成物 には、いろいろな種類の色材が用い られ

ている。

例えば、 1 ) 着色剤 と して塩基性染料 を母体 と した造塩染料 を使用するこ

とを特徴 とする油性ボ一ルペ ン用黒インク組成物 （例えば、特許文献 1 参照

) 、 ) ロイコ染料である電子供与性呈色性有機化合物 と、電子受容性化合

物 と、 これ らの呈色反応をコン トロ一ルする反応媒体か らなる可逆熱変色性

組成物 を用いたボールペ ン用油性インク組成物 （例えば、特許文献 2 参照）

、 3 ) 顔料 と してフォ トクロミック化合物 を用いた筆記用具用非消去性イン

ク組成物 （例えば、特許文献 3 照）が知 られている。

[0003] しか しなが ら、 これ らの造塩染料、 ロイコ色素、 フォ トクロミック化合物

を筆記具用ィンク組成物の色材 と して使用する場合 には、未だィンクの溶媒

に対する溶解性が不足 した り、描線の滲みやプ リ一 ド （描線の移行）が生 じ

た り、耐水性が充分ではない場合があるなどの課題がある。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開平 8 — 1 3 4 3 9 3 号公報 （特許請求の範囲、実施例等）

特許文献2 ：特開 2 0 0 9 — 2 9 2 9 3 5 号公報 （特許請求の範囲、実施例等

)

特許文献3 ：特表 2 0 0 4 — 5 3 0 0 3 7 号公報 （特許請求の範囲、実施例等

)



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 本発明は、上記従来技術の課題に鑑み、これを解消 しょうとするものであ

り、インク溶媒に対する色材の溶解性が良好で、筆記 した描線のプリ一 ド-

滲みが生 じにくく、耐水性が向上 した筆記具用インク組成物および色材など

を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明者は、上記従来の課題等に鑑み、鋭意研究を行った結果、ロイコ染

料、造塩染料及びフォ トクロミック化合物から選ばれる少なくも一種を、特

定の化合物に添加することにより得 られた色材を用いることにより、上記目

的の筆記具用インク組成物、色材などが得 られることを見出し、本発明を完

成するに至ったのである。

[0007] すなわち、本発明は、次の （1 ) 〜 （1 1 ) に存する。

( 1 ) ロイコ染料、造塩染料及びフォ 卜クロミック化合物から選ばれる少

なくも一種を、下記式 （I ) で示される化合物に添加することにより得 られ

た色材を含むことを特徴とする筆記具用インク組成物。

[化1]

( 2 ) 造塩染料が下記式 （II) で示されるジメチルジステアリルアンモニ

ゥ厶塩のカチオン及び酸性染料とで構成されることを特徴とする上記 （1 )



記載の筆記具用インク組成物。

[ 化2]

(ID

( 3 ) 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 ロイコ染料の質量比が

、 1 : 0 . 0 1 〜 1 の範囲にあることを特徴 とする上記 （1 ) 記載 の筆記具

用インク組成物。

( 4 ) 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記造塩染料の質量比が、

1 : 0 . 1 〜 2 の範囲にあることを特徴 とする上記 （1 ) 又 は （2 ) 記載 の

筆記具用インク組成物。

( 5 ) 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 フォ トクロミック化合

物の質量比が、 1 : 0 . 0 0 1 〜 0 . 1 の範囲にあることを特徴 とする上記

( ) 記載 の筆記具用ィンク組成物。

( 6 ) 上記 （1 ) 〜 （5 ) のいずれか 1 項 に記載のインク組成物 を搭載 し

た ことを特徴 とする筆記具。

( 7 ) ロイコ染料、造塩染料、 フォ トクロミック化合物か ら選ばれる少な

くも一種 を、下記式 （I ) で示 される化合物 に添加することによ り得 られた

ことを特徴 とする色材。



[ 化 3]

( 8 ) 造塩染料が下記式 （II) で示 されるジメチルジステア リル アンモニ

ゥ厶塩のカチォ ン及び酸性染料 とで構成 されることを特徴 とする上記 （7 )

記載 の色材。

[ 化4]

r

CHコ— (ID

、
( 9 ) 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 ロイコ染料の質量比が

、 1 : 0 . 0 1 〜 1 の範囲にあることを特徴 とする上記 （7 ) 記載 の色材。

( 0 ) 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記造塩染料の質量比が

、 1 : 0 . 1 〜 2 の範囲にあることを特徴 とする上記 （7 ) 又 は （8 ) 記載

の色材。

( ) 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 フォ トクロミック化

合物の質量比が、 1 : 0 . 0 0 1 〜 0 . 1 の範囲にあることを特徴 とする上

記 （7 ) 記載 の色材。



発明の効果

[0008] 本発 明 に よれ ば、 イ ンク溶 媒 に対 す る色 材 の溶 解 性 が良 好 で、 筆 記 した描

線 の プ リ一 ド 滲 み が生 じに く く、 耐水 性 が 向上 した筆 記具 用 イ ンク組 成 物

お よび 色 材 が提 供 され る。 また、 得 られ る色 材 は、 染 料 と樹 脂 が一体 とな つ

て い るの で、 固形 分 が多 い こ とを条件 とす る筆 記具 用 イ ンク を調製 す る場合

にお いて、 配合 の 自由度 を確 保 す る こ とが で きる。

発明を実施するための形態

[0009] 以 下 に、 本発 明 の実施 形 態 を詳 しく説 明 す る。

本発 明 の筆 記具 用 イ ンク組 成 物 は、 ロイ コ染 料 、 造塩 染 料 及 び フ ォ トク ロ

ミ ック化合 物 か ら選 ばれ る少 な くも一種 を、 下記 式 （I ) で示 され る化合 物

に添加 す る こ とに よ り得 られ た色 材 を含 む こ とを特徴 とす る もの で あ る。

[ 化 5]

[001 0] 〔ロイ コ染 料 〕

本発 明 に用 い る ロイ コ染 料 と して は、 電子供 与性 染 料 で、 発 色剤 と して の

機 能 す る もの で あ れ ば、 特 に限定 され もの で はな い。 具 体 的 には、 発 色特 性

に優 れ るイ ンク を得 る点 か ら、 卜リフ エニル メタ ン系、 ス ピロ ピラ ン系、 フ

ル オ ラ ン系、 ジ フ エニル メタ ン系、 口一 ダ ミンラ クタ厶系、 イ ン ドリル フタ

リ ド系、 ロイ コォ 一 ラ ミン系等従 来 公 知 の もの が、 単独 （1 種 ） で又 は 2 種

以 上 を混 合 して （以 下、 単 に 「少 な くとも 1 種 」 とい う） 用 い る こ とが で き



る。

[001 1] 具 体 的 には、 6 _ ( ジ メチル ァ ミノ） _ 3 ， 3 _ ビス [ 4 — ( ジ メチル ア ミ

ノ） フエ二ル ] — 1 ( 3 H ) —イ ソべ ンゾフラ ノン、 3 ， 3 _ ビス （p —ジメ

チル ァ ミノフエニル） _ 6 —ジメチル ァ ミノフタ リ ド、 3 _ ( 4 —ジェチル

ァ ミノフエ二ル） _ 3 _ ( 1 _ ェチル _ 2 _ メチル イ ン ド一ル _ 3 _ ィル）

フタ リ ド、 3 _ ( 4 —ジェチル ァ ミノ _ 2 —エ トキシ フエニル） _ 3 _ ( 1

—ェチル 一 2 _ メチル イ ン ドール 一 3 —ィル） _ 4 —ァザ フタ リ ド、 1 ， 3

—ジメチル 一 6 —ジェチル ァ ミノフルオ ラン、 2 _ ク ロ口一 3 — メチル 一 6

—ジメチル ァ ミノフルオ ラン、 3 —ジ プチル ァ ミノ一 6 —メチル 一 7 —ァニ

リノフルオ ラン、 3 —ジェチル ァ ミノ一 6 —メチル 一 7 —ァニ リノフルオ ラ

ン、 3 —ジェチル ァ ミノ一 6 _ メチル _ 7 —キシ リジ ノフルオ ラン、 2 _ (

2 _ ク ロロア二 リノ） _ 6 —ジ プチル ァ ミノフルオ ラン、 3 ， 6 —ジメ トキ

シ フルオ ラン、 3 ， 6 _ ジ 一 n —プ トキシ フルオ ラン、 1 ， 2 —ベ ンツ 一 6

—ジェチル ァ ミノフルオ ラン、 1 ， 2 —ベ ンツ 一 6 —ジ プチル ァ ミノフルォ

ラン、 1 ， 2 _ ベ ンツ _ 6 _ ェチル イ ソア ミル ァ ミノフルオ ラン、 2 —メチ

ル 一 6 — ( N — p — トリル 一 N — ェチル ァ ミノ） フルオ ラン、 2 — ( N — フ

ェニル 一 N - — メチル ァ ミノ） _ 6 _ ( N _ p _ トリル _ N —ェチル ァ ミノ）

フルオ ラン、 2 _ ( 3 ' — トリフルォ ロメチル ァ二 リノ） _ 6 —ジェチル ァ

ミノフルオ ラン、 3 _ ク ロ口 _ 6 —シク ロへ キシル ァ ミノフルオ ラン、 2 _

メチル _ 6 —シク ロへ キシル ァ ミノフルオ ラン、 3 —ジ （n —プチル） ア ミ

ノ一 6 —メ トキシ _ 7 —ァニ リノフルオ ラン、 3 ， 6 _ ビス （ジ フエニル ァ

ミノ） フルオ ラン、 3 —メ トキシ _ 4 — ドデ コキシスチ リノキ ノ リンな どが

挙 げ られ、 これ らは、 少な くとも 1 種 用 いる ことがで きる。

[001 2] 更 に、黄色 〜赤色 の発色 を発現 させ る ピ リジ ン系化合物、 キナ ゾ リン系化

合物、 ビスキナ ゾ リン系化合物等 も用 いる ことがで きる。

これ らの ロイ コ染料 は、 ラク トン骨格、 ピ リジ ン骨格、 キナ ゾ リン骨格、

ビスキナ ゾ リン骨格等 を有 す るものであ り、 これ らの骨格 （環）が開環 す る

ことで発色 を発現 す るものであ る。



〔造塩染料〕

本発明に用いる造塩染料 と しては、例 えば、塩基性染料 と酸性染料 との造

塩染料、塩基性染料 と酸性化合物 との造塩染料、酸性染料 と塩基性化合物 と

の造塩染料、下記式 （Π ) で示 されるジメチルジステア リル アンモニゥ厶塩

のカチオ ンと酸性染料 とで構成 される造塩染料の少な くとも1種が挙 げ られる

[ 化6]

r

CHつ— (II)

、

[0014] 具体的には、 1 ) ァミ ノ基のような塩基性基 を分子構造 に含む塩基性染料

と、 スル ホ ン酸基やカル ボ ン酸基のような酸性基 を分子構造 に含む酸性染料

とか ら生成 される造塩染料、 2 ) 上記塩基性基 を分子構造 に含む塩基性染料

と酸性化合物 とが、酸性化合物の共役塩基が塩基性染料の塩基性基 と結合 し

て塩 を生成 し得 る造塩染料、 3 ) スル ホ ン酸基やカル ボ ン酸基のような酸性

基 を分子構造 に含む酸性染料 と、塩基性化合物 とが、塩基性化合物の共役酸

が酸性染料の酸性基 と結合 して塩 を生成 し得 る造塩染料、 4 ) 上記式 （II)

で示 されるジメチルジステア リル アンモニゥ厶塩のカチオ ンと酸性染料 とか

ら生成 される造塩染料 を用いることがで きる。

[001 5] 上記 1 ) 〜 3 ) で用いることがで きる造塩染料 と しては、商品名 「バ リフ

アース トカラ一」 （V A L I F A S T C O L 〇 R S ) と して市販の各色、

例 えば、 V A L I F A S T B L U E 1 6 3 1 、 V A L I F A S T B L U E

1 6 0 3 、 V A L I F A S T B L U E 1 6 2 1 、 V A L I F A S T R E

D 1 3 0 8 、 V A L I F A S T R E D 1 3 2 0 、 V A L I F A S T R E

D 1 3 5 5 、 V A L I F A S T R E D 1 3 6 2 、 V A L I F A S T V I



0 L E T 1 7 0 1 、 V A L I F A S T V I O L E T 1 7 0 4 、 V A L I F

A S T V I O L E T 1 7 3 1 、 V A L I F A S T Y E L L O W 1 1 0 1

V A L I F A S T Y E L L O W 1 1 0 9 、 V A L I F A S T Y E L L O W

5 1 (以上、 オ リエ ン ト化学工業社製 ）、 また、商 品名 「アイゼ ン ス

ピロン （A i z e n S p i I o n ) 」 と して市販 の各色、例 えば、 A i z e

n S p i I o n V i o l e t C _ R H 、 A i z e n S p i I o n R e d

C _ B H 、 A i z e n S p i l o n Y e l l o w C _ G H N 、 S B N Y

e l l o w 5 4 3 、 S B N Y e I l o w 5 3 0 、 A i z e n S p i I o

n R e d C _ G H 、 A i z e n S p i I o n R e d C _ B H 、 A i z e

n S p i I o n Y e l l o w C G N H (以上、保 土谷化学工業社製 ）等 の

少な くとも 1 種 が挙 げ られ る。

[001 6] 上 記 4 ) の造塩染料 で用 いる ことがで きる酸性染料 と しては、例 えば、 C

. に アシ ッ ドブラ ック 1 、 同 2 、 同 2 4 、 同 2 6 、 同 3 1 、 同 5 2 、 同 1

0 7 、 同 1 0 9 、 同 1 1 0 、 同 1 1 9 、 同 1 5 4 、 C . に アシ ッ ドエ ロ一

7 、 同 1 7 、 同 1 9 、 同 2 3 、 同 2 5 、 同 2 9 、 同 3 8 、 同 4 2 、 同 4 9 、

同 6 1 、 同 7 2 、 同 7 8 、 同 1 1 0 、 同 1 2 7 、 同 1 3 5 、 同 1 4 1 、 同 1

4 2 、 C . に アシ ッ ドレッ ド8 、 同 9 、 同 1 4 、 同 1 8 、 同 2 6 、 同 2 7

、 同 3 5 、 同 3 7 、 同 5 1 、 同 5 2 、 同 5 7 、 同 8 2 、 同 8 7 、 同 9 2 、 同

9 4 、 同 1 1 5 、 同 1 2 9 、 同 1 3 1 、 同 1 8 6 、 同 2 4 9 、 同 2 5 4 、 同

2 6 5 、 同 2 7 6 、 C . に アシ ッ ドバ イオ レッ ト1 7 、 同 1 8 、 C . に

アシ ッ ドプル 一 1 、 同 7 、 同 9 、 同 2 2 、 同 2 3 、 同 2 5 、 同 4 0 、 同 4 1

、 同 4 3 、 同 6 2 、 同 7 8 、 同 8 3 、 同 9 0 、 同 9 3 、 同 1 0 3 、 同 1 1 2

、 同 1 1 3 、 同 1 5 8 、 C . に アシ ッ ドグ リー ン 3 、 同 9 、 同 1 6 、 同 2

5 、 同 2 7 な どが挙 げ られ る。

[001 7] 上 記 4 ) で用 いる造塩染料 は、以下の よ うに して得 る ことがで きる。

例 えば、水 （精製水、蒸留水、純水等、以下 同様 ） に、 ジメチル ジステ ア

リル アンモニ ゥ厶塩 を加 え、室温条件 下 において攪拌 して溶解 させ た溶液 1

を調製 す る。 一方、溶液 2 と して、水 に上記酸性染料 を加 え、 必要 に応 じて



、 N a 〇 H 水溶液 を滴下 してアル力 リ側 に p H 調整後、室温条件下において

攪拌 して溶解 させた溶液 2 を調製 する。 この溶液 2 に攪拌 しなが ら、溶液 1

を添加後、塩酸水溶液な どの酸水溶液 を滴下 し、酸性サイ ドに p H 調整 を し

た後、濾過 を行い、更に水洗及び / 又 は溶剤洗浄 を経て乾燥 させ ることによ

つて、造塩染料 を得 ることがで きる。

なお、用いるジメチルジステア リル アンモニゥ厶塩 および上記酸性染料の

添加量は、 イオ ン価 に基づいた当量 に したが って決め られる。すなわち、酸

性染料が 1 価 の陰イオ ンである場合 には、 1 当量のジメチルジステア リル ァ

ンモニゥ厶塩のカチオ ンが、酸性染料が 2 価 の陰イオ ンである場合 には、 2

当量のジメチルステア リル アンモニゥ厶塩のカチオ ンが添加 される。ただ し

、反応性 を考慮 して一方の化合物 を前記理論値 よ りも多 く添加する場合 もあ

る。

上記 1 ) 〜 4 ) の造塩染料の中で、上記 4 ) の造塩染料の使用が特 に望 ま

しい。

〔フォ トクロミック化合物〕

本発明に用いるフォ トクロミック化合物 は、光 によ り発色 し、光あるいは

熱 によ り退色するフォ 卜クロミック性 を有する色素であ り、従来 よ り汎用の

ものが使用で き、例 えば、 2 ， 3 _ ビス （2 ， 4 ， 5 _ 卜リメチル _ 3 —チ

ェニル）マ レイン酸無水物、 2 ， 3 — ビス （2 ， 4 ， 5 — 卜リメチル — 3 —

チェニル）マ レイミ ド、 c i s _ 1 ， 2 —ジシァノ一 1 ， 2 _ ビス （2 ， 4

， 5 _ 卜リメチル 一 3 _ チェニル）ェテ ン、 1 ， 2 _ ビス [ 2 —メチルベ ン

ゾ [ b ] チォ フェン一 3 —ィル ] _ 3 ， 3 ， 4 ， 4 ， 5 ， 5 _ へ キサ フルォ

口_ 1 —シクロペ ンテ ン、 1 ， 2 _ ビス （2 ， 4 —ジメチル 一 5 _ フエニル

_ 3 _ チェニル） _ 3 ， 3 ， 4 ， 4 ， 5 ， 5 _ へ キサ フルオ ロー 1 —シクロ

ペ ンテ ン、 1 _ ( 2 — ヒ ドロキシェチル） _ 3 ， 3 —ジメチルイン ドリノ一

6 —ニ トロべ ンゾピリロス ピラン、 1 ， 3 ， 3 _ 卜リメチルイン ドリノべ

ンゾピリロス ピラン、 1 ， 3 ， 3 _ 卜リメチルイン ドリノ_ 6 —ニ トロべ

ンゾピリロス ピラン、 1 ， 3 ， 3 _ 卜リメチルイン ドリノ一 6 プロモべ



ンゾピリロス ピラン、 1 ， 3 ， 3 _ 卜リメチルイン ドリノ_ 8 —メ トキシ

ベ ンゾピリロス ピラン、 1 ， 3 ， 3 _ 卜リメチルイン ドリノ一 —ナフ 卜ピ

リロス ピラン、 1 ， 3 ， 3 _ 卜リメチルイン ドリノナフ トス ピロォキサジン

、 2 ， 3 —ジ ヒ ドロ_ 2 —ス ピロ一 4 _ [ 8 — ァミノナフタ レン_ 1 '

( 4 H ) —オ ン] ペ リミジン （o _ 体含む）、 2 ， 3 —ジ ヒ ドロ_ 2 —ス

ピロ一 7 _ [ 8 —ィ ミノ一 7 ' ， 8 ' —ジ ヒ ドロナフタ レン_ 1 —ァ

ミン] ペ リミジン、 ァゾベ ンゼン、 3 ， 3 —ジフエニル _ 3 H —ナフ 卜 [ 2

， 1 - b ] ピラン、 2 ， 5 _ ノルボルナジェン、チォインジゴな どの少な く

とも 1 種 が挙 げ られる。

〔色材〕

本発明の色材は、上記 ロイコ染料、造塩染料及び フォ トクロミック化合物

か ら選ばれる少な くも一種 を、下記式 （I ) で示 される化合物 に添加するこ

とによ り得 られるものである。

[ 化7]

上記式 （I ) で示 される化合物 は、 p _ トルエンスルホ ン酸 アミ ドとホル

アルデ ヒ ドとを加 え、加熱 して縮合反応 によ り得 られるスルホ ン酸樹脂であ

り、パ ラ位 （P 位）が主成分 となる （p 位が 5 0 質量％を超 えて多 くなる）

ものであ り、化合物 中には、オル ト位 （o 位）の化合物が混在 していても良

いものである。 さ らに、ベ ンゾグアナ ミンな どの架橋剤 を適宜量加 えて得た

化合物であ っても良 く、 この架橋剤の添加 によ り、更に経時的な劣化の抑制



を発揮せ しめることがで きる。なお、式 （I ) 中の n は、正の数であ り、後

述する色材の好 ま しい重量平均分子量の範囲内で調整 される。

[0021 ] 本発 明の色材の重量平均分子量は、 3 0 0 〜 3 0 0 0 の範囲であることが

好 ま しい。 この色材の重量平均分子量が 3 0 0 未満であると、耐水性な どの

堅牢性が低下する傾向 とな り、一方、 3 0 0 0 を超 えるものであると、粘度

が高 くな つて しまい、好 ま しくない。更に好 ま しくは、 5 0 0 〜 2 0 0 0 で

あ り、 よ り好 ま しくは 5 0 0 〜 1 0 0 0 の範囲である。なお、本発明 （後述

する実施例 を含む）において重量平均分子量の測定は、 G P C (Ge l Permeat

i on Chromatography) にて行い、その値 はポ リスチ レン換算値である。

具体的な色材の製造 と しては、例 えば、 1 ) p _ トルエンスルホ ン酸 アミ

ドとホル アルデ ヒ ド等 とを混合 し加熱 して縮合反応 によって得 られる上記式

( I ) のスルホ ン酸樹脂の縮合過程 において、上記 ロイコ染料、造塩染料及

び フォ 卜クロミック化合物か ら選ばれる少な くも一種 を加 えて、縮合脱水終

了後、冷却 し固化することによ り得 ることで き、 また、 2 ) 製造 された上記

式 （I ) の化合物 （スルホ ン酸樹脂）に上記 ロイコ染料、造塩染料及び フォ

卜クロミック化合物か ら選ばれる少な くも一種 を添加 して混練 し、 または必

要 に応 じて加熱 しなが ら混練 し、次いで、冷却 し固化することな どによ り得

ることで きる。

[0022] 本発 明の色材 において、 ロイコ染料 を用いる場合 は、色材 に含 まれる上記

式 （I ) の化合物 と前記 ロイコ染料 との質量比 は、好 ま しくは、 1 ：0 . 0

1 〜 1 の範囲、更に好 ま しくは、 1 : 0 . 0 1 〜 0 . 5 の範囲にあることが

望 ま しい。

また、造塩染料 を用いる場合 は、色材 に含 まれる上記式 （I ) の化合物 と

前記造塩染料 との質量比 は、好 ま しくは、 1 : 0 . 1 〜 2 の範囲、更に好 ま

しくは、 1 : 0 . 2 〜 1 . 2 の範囲にあることが望 ま しい。

更に、 フォ トクロミック化合物 を用いる場合 は、前記色材 に含 まれる上記

式 （I ) の化合物 と前記 フォ トクロミック化合物の質量比 は、好 ま しくは、

1 ：0 . 0 0 1 〜 0 . 1 の範囲、更に好 ま しくは、 1 ：0 . 0 1 〜 0 . 1 の



範囲にあることが望ましい。

上記ロイコ染料、造塩染料及びフォ卜クロミック化合物の各質量比がそれ

ぞれの下限値 （0 . 0 1、 0 . 1、 0 . 0 0 1) 未満であると、十分な色濃

度が得られず、一方、それぞれの上限値 （1、 2、 0 . 1 ) を超えると、溶

媒への溶解度が低下して析出を生じやすくなり、好ましくない。

[0023] 本発明の色材は、上記ロイコ染料、造塩染料及びフォトクロミック化合物

から選ばれる少なくも一種を、上記式 （I ) で示される化合物 （スルホン酸

樹脂）に添加することにより得られるものであり、ロイコ染料、造塩染料及

びフォ卜クロミック化合物はスルホン酸アミドと結合して樹脂と一体となつ

たものであり、その色素を溶出することがなく、ロイコ染料、造塩染料及び

フォトクロミック化合物が本来有する機能を損なうことなく、インク溶媒と

なる有機溶剤に対して良好な溶解性を有し、外部環境の影響を受けにくくな

り、筆記具用インクに用いた場合に、筆記した描線のプリード 滲みが生じ

にくい色材となるものである。また、得られる色材は、染料と樹脂が一体と

なっているので、固形分が多いことを条件とする筆記具用インクを調製する

場合において、配合の自由度を確保することができ、その量を設定する際の

設定の自由度を広げると共に、製造の負荷の低減と、ロイコ染料、造塩染料

及びフォ卜クロミック化合物による各色の多様化の向上を図ることができる

[0024] < 筆記具用インク組成物>

本発明の筆記具用インク組成物は、上記構成のロイコ染料、造塩染料及び

フォトクロミック化合物から選ばれる少なくも一種を、上記 （I ) で示され

る化合物に添加することにより得られた色材を含むことを特徴とするもので

あり、好ましくは、油性のボールペン用、マ一キングペン用等の筆記具用ィ

ンク組成物として用いることをできる。

これらの色材の含有量は、筆記具の用途 （ボールペン、マーキングペン、

サインペン、等）により変動するものであるが、インク組成物全量に対して

、好ましくは、 0 . 1〜3 0質量％ (以下、単に 「％」という）、更に好ま



しくは、0 . 5 〜2 5 %とすることが望ましい。

これらの色材の含有量が0 . 1%未満であると、着色力、発色性が不十分

となり、一方、3 0 %を超えると、カスレが生じやすくなり、好ましくない

[0025] 本発明の筆記具用インク組成物において、上記色材の他、従来用いられて

いる種々の有機溶剤を用いることができる。好ましい溶剤としては、アルコ

—ル系溶剤、多価アルコール系溶剤、グリコ一ルェ一テル系溶剤から選ばれ

る溶剤を挙げることができる。

アルコール系溶剤は、炭素数が2 以上の脂肪族アルコールであり、具体的

には、エタノール、 n —プロパノ一ル、イソプロパノ一ル、 n —プタノ一ル

、イソプタノ一ル、tert- プチルアルコール、 1 _ ペンタノ一ル、イソアミル

アルコール、sec- ァミルアルコール、3 _ ペンタノ一ル、tert- ァミルアルコ

—ル、 n _ へキサノ一ル、メチルァミルアルコール、2 —ェチルプタノ一ル

、 n -ヘプタノ一ル、2 _ ヘプタノ一ル、3 _ ヘプタノ一ル、 n —ォクタノ一

ル、2 —ォクタノ一ル、2 _ ェチルへキサノ一ル、3 ，5 ，5 _ 卜リメチル

へキサノール、ノナノ一ル、 n —デカノ一ル、ゥンデカノ一ル、 n _ デカノ

—ル、 卜リメチルノニルアルコール、テ トラデカノ一ル、ヘプタデカノ一ル

、シクロへキサノ一ル、2 —メチルシクロへキサノ一ル、ベンジルアルコ一

ル、2 _ フエノキシエタノールやその他多くの高級アルコール等が挙げられ

る。

[0026] 多価アルコール系溶剤としては、エチレングリコール、ジエチレングリコ

—ル、3 _ メチル_ 1，3 —ブタンジォ一ル、 トリエチレングリコ一ル、ジ

プロピレングリコ一ル、 1，3 _ プロパンジォ一ル、 1，3 —ブタンジォ一

ル、 1，5 _ ペンタンジォ一ル、へキシレングリコ一ル、ォクチレングリコ

—ル等の分子内に2個以上の炭素、2個以上の水酸基を有する多価アルコ一

ルが挙げられる。

[0027] 以上挙げた溶剤の中で特に好ましい溶剤は、炭素数 2 〜7 のグリコールェ

—テルである。また、安全性および経口毒性等の点から、エチレングリコ一



ル誘導体等以外の有機溶剤を使用 した方が好ましい。それらの例として、多

価アルコール類誘導体があり、ソルビタン脂肪酸系、ポ リグリセリン高級脂

肪酸系、ショ糖脂肪酸系、プロピレングリコール脂肪酸系等の誘導体も挙げ

られる。

[0028] グリコールエーテル系溶剤としては、メチルイソプロピルエーテル、ェチ

ルェ一テル、ェチルプロピルェ一テル、ェチルプチルェ一テル、イソプロピ

ルェ一テル、プチルェ一テル、へキシルェ一テル、 2 _ ェチルへキシルェ一

テル、エチレングリコ一ルモノへキシルェ一テル、エチレングリコ一ルモノ

フエ二ルェ一テル、エチレングリコ一ルモノ—2 —ェチルプチルェ一テル、

エチレングリコ一ルモノメチルェ一テル、エチレングリコ一ルモノエチルェ

—テル、エチレングリコ一ルモノプチルェ一テル、ジエチレングリコールモ

ノメチルェ一テル、ジエチレングリコールモノェチルェ一テル、ジエチレン

グリコ一ルモノプチルェ一テル、 卜リエチレングリコ一ルモノプチルェ一テ

ル、テ トラエチレングリコ一ルモノプチルェ一テル、 3 _ メチル_ 3 —メ 卜

キシ_ 1 —プタノ一ル、 3 —メ トキシ_ 1 —プタノ一ル、プロピレングリコ

—ルモノメチルェ一テル、プロピレングリコ一ルモノエチルェ一テル、プロ

ピレングリコ一ルモノプロピルェ一テル、プロピレングリコ一ルモノプチル

ェ一テル、プロピレングリコ一ルフエ二ルェ一テル、プロピレングリコ一ル

タ一シャリ一プチルェ一テル、ジプロピレングリコ一ルモノメチルェ一テル

、ジプロピレングリコ一ルモノエチルェ一テル、ジプロピレングリコ一ルモ

ノプロピルェ一テル、ジプロピレングリコ一ルモノプチルェ一テル、 トリプ

口ピレングリコ一ルモノメチルェ一テル、 卜リプロピレングリコ一ルモノプ

チルェ一テル、テ トラプロピレングリコールモノプチルェ一テル等が挙げら

れる。

[0029] 上記の溶剤の他にエステル系溶剤も用いることができる。エステル系溶剤

としては、例えば、プロピレングリコールメチルエーテルアセテー ト、プロ

ピレングリコ一ルジァセテ一 卜、 3 —メチル一3 —メ トキシプチルァセテ一

卜、プロピレングリコ一ルェチルェ一テルアセテー ト、エチレングリコ一ル



ェ チル エ ーテル アセテ ー ト、 ギ酸 プチル、 ギ酸 イ ソ プチル、 ギ酸 イ ソア ミル

、 酢酸 プ ロ ピル、 酢酸 プチル、 酢酸 イ ソ プ ロ ピル、 酢酸 イ ソ プチル、 酢酸 ィ

ソァ ミル、 プ ロ ピオ ン酸 メチル、 プ ロ ピオ ン酸 ェ チル、 プ ロ ピオ ン酸 プ ロ ピ

ル、 プ ロ ピオ ン酸 イ ソ プチル、 プ ロ ピオ ン酸 イ ソァ ミル、 酪酸 メチル、 酪酸

ェ チル、 酪酸 プ ロ ピル、 イ ソ酪酸 メチル、 イ ソ酪酸 ェ チル、 イ ソ酪酸 プ ロ ピ

ル、 吉草 酸 メチル、 吉草 酸 ェ チル、 吉草 酸 プ ロ ピル、 イ ソ吉草 酸 メチル、 ィ

ソ吉草 酸 ェ チル、 イ ソ吉草 酸 プ ロ ピル、 卜リメチル 酢酸 メチル、 卜リメチル

酢酸 ェ チル、 卜リメチル 酢酸 プ ロ ピル、 力 プ ロン酸 メチル、 カ プ ロン酸 ェ チ

ル、 カ プ ロン酸 プ ロ ピル、 カ プ リル酸 メチル、 カ プ リル酸 ェ チル、 力 プ リル

酸 プ ロ ピル、 ラ ウ リン酸 メチル、 ラ ウ リン酸 ェ チル、 ォ レイ ン酸 メチル、 ォ

レイ ン酸 ェ チル、 力 プ リル酸 卜リグ リセ ライ ド、 クェ ン酸 トリプチル ァセテ

— 卜、 ォ キ システ ア リン酸 ォ クチル、 プ ロ ピ レング リコール モ ノ リシ ノ レ一

卜、 2 — ヒ ドロキ シ イ ソ酪酸 メチル、 3 —メ トキ シ プチル アセテ ー ト等様 々

な エ ステル が挙 げ られ る。

[0030] また、 分 子 内 に水 酸 基 を持 た な い ジェ 一テル ゃ ジエ ステル と して は、 具 体

的 には、 エ チ レング リコ一ル ジェ チル ェ 一テル、 エ チ レング リコ一ル ジ プチ

ル ェ 一テル、 ジエ チ レング リコ一ル ジェ チル ェ 一テル、 ジエ チ レング リコ一

ル ジ プチル ェ 一テル、 ジエ チ レング リコール ジ メチル ェ 一テル、 ジ プ ロ ピ レ

ング リコ一ル ジ メチル ェ 一テル 等 が挙 げ られ る。

これ らの溶 剤 の含有 量 は、 筆 記具 の用途、 含有 す る染 料 種 等 に よ り変動 す

る もの で あ るが、 イ ンク組 成 物 全 量 に対 して、 好 ま しくは、 2 0 〜 9 7 %、

更 に好 ま しくは、 3 0 〜 9 5 % とす る こ とが望 ま しい。

[0031 ] 本発 明 の筆 記具 用 イ ンク組 成 物 で は各 種樹 脂 を使 用 して もよい。 これ らの

樹 脂 は、 イ ンクの定着 性 向上、 筆 跡 の裏 写 り防止 の他 、 色 材 の分散 剤 と して

の機 能 や粘 度 調 整 、 色 材 の溶 解 促 進 の ため に含有 す る もの で あ る。樹 脂 と し

て は、 従 来、 油性 ボ ール ペ ン用 イ ンク に用 い られ て い るいず れ の樹 脂 も用 い

る こ とが で きる。

[0032] 本発 明 の筆 記具 用 イ ンク組 成 物 に使 用 す る こ とが で きる樹 脂 と して は、 例



えば、色材の分散剤としても使用可能なケトン樹脂、スチレン樹脂、スチレ

ン—ァクリル樹脂、テルペンフエノ一ル樹脂、口ジン変性マレィン酸樹脂、

ロジンフエノール樹脂、アルキルフエノール樹脂、フエノール系樹脂、スチ

レンマレイン酸樹脂、ロジン系樹脂、アクリル系樹脂、尿素アルデヒド系樹

月旨、マレイン酸系樹脂、シクロへキサノン系樹脂、ポリビニルプチラール、

ポリビニルピロリドン等に代表される樹脂が挙げられる。

これらの樹脂の含有量としては、粘度調整、書き味などの点から、好まし

くは、 0 . 5〜 3 5%、更に好ましくは、 1 . 0 〜 2 0 %とすることが望ま

しい。

[0033] 上述した成分に加えて、更に、本発明では必要に応じて、インクに悪影響

を及ぼさず相溶することができる種々の添加剤、例えば、防鯖剤、防黴剤、

界面活性剤、潤滑剤および湿潤剤等を適宜量含有することができる。また、

色材がロイコ染料を用いた場合には、ロイコ染料を発色させる能力を有する

成分となる顕色剤などを適宜量用いることができる。

[0034] この筆記具用インク組成物を製造するには、従来から知られている方法が

採用可能であり、例えば、上記色材の他、上記有機溶剤、樹脂などの各成分

を所定量配合し、ホモミキサー、もしくはディスパ一等の攪拌機により攪拌

混合することによって得られる。更に必要に応じて、ろ過や遠心分離によつ

てインク組成物中の粗大粒子を除去してもよい。

[0035] このように構成される本発明の筆記具用インク組成物では、繊維チップ、

フェル トチップ、プラスチックチップを筆記先端部に備えたマ一キングぺン

体や、ボ—ルペンチップを筆記先端部に備えたボ一ルペン体に搭載して使用

に供される。

本発明の筆記具用インク組成物及び筆記具では、ロイコ染料、造塩染料及

びフォ トクロミック化合物から選ばれる少なくも一種を、上記式 （I ) で示

される化合物に添加することにより得られた色材を含有する油性のインクを

処方し、このインクを搭載したボールペン体、マ一キングペン体などの筆記

具にて紙面等に筆記しても、耐水性及び耐プリ一ド性に優れたものとなる。



実施例

[0036] 次に、実施例及び比較例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は

下記実施例等に限定されるものではない。

[0037] 〔色材の製造 ：製造例 1 〜 1 0 〕

下記製造例 1 〜 1 0 によりロイコ染料、造塩染料及びフオ トクロミック化

合物を用いた色材を製造 した。なお、ロイコ染料、造塩染料及びフォ トクロ

ミック化合物は全て粉末を用いた。

(製造例 1 ：色材A — 1 の製造）

トルエンスルホン酸アミ ド7 2 g 、ホルムアルデヒド水溶液 （3 8 % ) 2

4 g を 9 7 °Cで 2 時間混合攪拌 し、これにロイコ染料である発色が黒色の 3

—ジプチルァミノ一 6 —メチル一7 —ァニリノフルオラン4 g を加え、さら

に 1 5 0 〜 1 6 0 °Cで 1 時間加熱 して共縮合させた。これを真空乾燥させる

ことにより水分を除去 した後、粉砕 して粉末化させて色材A _ 1 を製造 した

。なお、 トルエンスルホン酸アミ ド：ホルムアルデヒドは、 3 ：2 m o I で

計算 した （以下、同様）。また、樹脂 （p — トルエンスルホン酸アミ ド+ ホ

ル厶アルデヒドとの樹脂、以下同様）とロイコ染料との質量比は、 1 : 0 .

0 5 であった。

[0038] (製造例 2 ：色材A — 2 の製造）

上記製造例 1 において、ロイコ染料である3 —ジプチルァミノ_ 6 —メチ

ル—7 —ァニリノフルオランに代え、発色が青色のロイコ染料であるクロ口

—3 ' ， 6 ' —ビスジフエ二ルァミノフルオラン4 g を用いて製造例 1 と同

様にして色材A —2 を製造 した。樹脂とロイコ染料との質量比は、 1 : 0 .

0 5 であった。

[0039] (製造例 3 ：色材A — 3 の製造）

上記製造例 1 において、ロイコ染料である3 —ジプチルァミノ_ 6 —メチ

ル一7 —ァニリノフルオランに代え、フォ トクロミック化合物である 1 ， 3

， 3 — 卜リメチルイン ドリノべンゾピリロスピラン0 . 4 g を用いて製造例

1 と同様にして色材A _ 3 (色相 ：青色）を製造 した。樹脂とフォ トクロミ



ック化合物 との質量比は、 1 : 0 . 0 0 5 であった。

[0040] (製造例 4 ：色材 A —4 の製造）

上記製造例 3 において、 フォ トクロミック化合物である 1 ， 3 ， 3 — トリ

メチルイン ドリノベ ンゾピリロス ピランに代え、他のフォ 卜クロミック化合

物である 1 ， 2 _ ビス （2 ， 4 —ジメチル 一 5 _ フエニル 一 3 _ チェニル）

- 3 , 3 ， 4 ， 4 ， 5 ， 5 _ へキサフルオ ロー 1 —シクロペ ンテン 0 . 4 g

を用いて製造例 3 と同様 に して色材 A _ 4 (色相 ：青色）を製造 した。樹脂

とフォ トクロミック化合物 との質量比は、 1 : 0 . 0 5 であった。

[0041 ] (製造例 5 ：色材 A — 5 の製造）

上記製造例 1 において、 ロイコ染料である 3 —ジプチルァミノ_ 6 —メチ

ル 一 7 —ァニ リノフルオランに代え、造塩染料であるス ピロンイエロ一C-G

N H (保土 ケ谷化学工業社製） 9 7 g を用いて製造例 1 と同様 に して A — 5

(色相 ：黄色）を製造 した。樹脂 と造塩染料 との質量比は、 1 : 1 . 2 であ

つた。

[0042] (製造例 6 ：色材 A — 6 の製造）

上記製造例 5 において、造塩染料であるス ピロンイエロ一C-G N H に代え

、造塩染料である紫色のス ピロンバイオ レッ トC - R H (保土谷化学工業社製

) 4 9 g を用いて製造例 5 と同様 に して色材 A _ 6 を製造 した。樹脂 と造塩

染料 との質量比は、 1 : 0 . 6 であった。

[0043] (製造例 7 ：色材 A — 7 の製造）

上記製造例 5 において、造塩染料であるス ピロンバイオ レツ 卜C - R H に代

え、造塩染料である紫色の V A R I F A S T V I O L E T 1 7 0 1 (ォ

リエン 卜化学工業社製） 1 6 g を用いて製造例 5 と同様 に して色材 A — 7 を

製造 した。樹脂 と造塩染料 との質量比は、 1 ：0 . 2 であった。

[0044] (製造例 8 〜 1 0 ：色材 A _ 8 〜A _ 1 0 の製造）

下記製造例 8 〜 1 0 により、上記式 （II) で示されるジメチルジステア リ

ルアンモニゥ厶塩のカチオンと酸性染料 とか ら構成 される造塩染料 を用いた

色材を製造 した。



(造塩染料 1 の製造）

用いる造塩染料は、いずれも次の製造工程により製造 した。

溶液 1 ：蒸留水 1 0 0 g に本発明のジメチルジステアリルアンモニゥ厶塩 2

0 g を加え、室温条件下において攪拌 して溶解させた。

溶液 2 ：蒸留水 1 0 0 g にC に アシッドレッド5 2 を 1 0 g 加え、必要

に応 じて、 N a O H水溶液を滴下 してアルカリ側に p H調整後、室温条件下

において攪拌 して溶解させた。

攪拌 しながら、溶液 2 に溶液 1 を添加後、 1 8 %塩酸水溶液を滴下 し、酸

性サイ ドに p H調整をした後、濾過を行い、更に水洗および溶剤洗浄を経て

乾燥させることによって造塩染料 1 を得た。

[0045] (造塩染料 2 の製造）

上記造塩染料 1 の製造において、酸性染料であるC . に アシッドレッド

5 2 に代え、C . に アシッドバイオレット1 7 を 1 3 g 用いて造塩染料 1

の製造と同様にして造塩染料 2 を製造 した。

[0046] (造塩染料 3 の製造）

上記造塩染料 1 の製造において、酸性染料であるC . に アシッドレッド

5 2 に代え、C . に アシッドプル一 9 を9 . 1 g 用いて造塩染料 1 の製造

と同様にして造塩染料 3 を製造 した。

[0047] (製造例 8 ：色材A —8 の製造）

トルエンスルホン酸アミ ド7 2 g 、ホルムアルデヒド水溶液 （3 8 % ) 2

4 g を 9 7 °Cで 2 時間混合攪拌 し、これに上記ジメチルジステアリルアンモ

二ゥ厶塩のカチォン及び酸性染料であるC . に アシッドレッド5 2 とで構

成される造塩染料 1 を4 1 g 加え、さらに 1 5 0 〜 1 6 0 °Cで 1 時間加熱 し

て共縮合させた。これを真空乾燥させることにより水分を除去 した後、粉砕

して粉末化させて色材A —8 を製造 した。なお、 トルエンスルホン酸アミ ド

：ホルムアルデヒドは、 3 ：2 m o I で計算 した （以下、同様）。また、樹

月旨 （p _ トルエンスルホン酸アミ ド+ ホルムアルデヒドとの樹脂、以下同様

) と造塩染料との質量比は、 1 : 0 . 5 であった。



[0048] (製造例 9 ：色材 A — 9 の製造）

上記製造例 8 において、造塩染料 1 に代え、造塩染料 2 を 2 4 g 用いて製

造例 8 と同様に して色材 A _ 9 を製造 した。樹脂 と造塩染料 との質量比は、

1 : 0 . 3 であった。

[0049] (製造例 1 0 ：色材 A — 1 0 の製造）

上記製造例 8 において、造塩染料 1 に代え、造塩染料 3 を 5 6 g 用いて製

造例 8 と同様に して色材 A _ 1 0 を製造 した。樹脂 と造塩染料 との質量比は

、 1 : 0 . 7 であった。

[0050] 〔実施例 1 〜 9 及び比較例 1 〜 9 〕

(ィンクの処方）

下記表 1 及び表 2 に示す配合処方で、常法により各油性のボ一ルペ ン用ィ

ンク組成物を調製 した。表 1 (実施例 1 〜 6 及び比較例 1 〜 6 ) は、製造例

1 〜 7 の色材等を用いたボ一ルペ ン用イ ンク組成物の配合組成であ り、表 2

は （実施例 7 〜 9 及び比較例 7 〜 9 ) は、製造例 8 〜 1 0 の色材等を用いた

ボ一ルペ ン用ィンク組成物の配合組成である。

[0051 ] (ボールペ ンの作製）

上記で得 られた各ィンク組成物を用いてボ一ルペ ンを作製 した。具体的に

は、ボ一ルペ ン 〔三菱鉛筆株式会社製、商品名 ：S G — 1 0 0 〕の軸を使用

し、内径 1 . 7 5 m m、長さ 1 3 5 m mポ リプロピレン製インク収容管 とス

テ ン レス製チップ （超硬合金ボール、ボ一ル径 0 . 5 m m ) 及び該収容管 と

該チップを連結する継手か らなる リフィ一ルに上記各油性ィンクを充填 し、

インク後端に鉱油を主成分 とするインク追従体を装填 し、油性ボールべンを

作製 した。

[0052] 得 られた実施例 1 〜 9 及び比較例 1 〜 9 の各ボールペ ンを用いて、下記評

価方法で耐水性、耐プリー ド性の評価を行 った。

これ らの結果を下記表 1 及び 2 に示す。

[0053] (耐水性の評価方法）

得 られた各筆記具用インク組成物を充填 した筆記具を用いて、描線を筆記



した筆記用紙を蒸留水に浸潰し、2 4 時間後の状態を目視で観察し、下記評

価基準で評価した。

評価基準 ：

〇 ：描線に変化はない。

△ ：やや描線のにじみが観察される。

X ：描線濃度 状態に大きな変化が見られる。

[0054] (プリードの評価方法）

描線を筆記した筆記用紙を紙に挟み込み、クリアファイルに入れて5 0 °C

、6 0 % R Hの条件下で2週間保管後、筆記要旨の裏面を目視で観察し、下

記評価基準で評価した。

評価基準 ：

〇 ：変化なし。

△ ：描線がやや移行している。

X ：多量の描線が移行している。

[0055]
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上記表 1及び表 2 の結果か ら明 らかなように、本発明 となる実施例 9

の筆記具用ィンク組成物 は、本発明の範囲外 となる比較例 1 9 の筆記具用



ィンク組成物 に較べて、耐水性及び耐 プ リ一 ド性 に優れた筆記具用インク組

成物 となることが判明 した。

これに対 して、表 1 の比較例 ！〜 6 は、製造例 1 〜 6 で用いた処理前の 口

ィコ色素 （比較例 1 ， ) 、 フォ トクロミック化合物 （比較例 3 ， 4 ) 、並

び に、造塩染料 （比較例 5 ， 6 ) を含有する各 インク組成物であ り、表 2 の

比較例 7 〜 9 は、製造例 8 〜 1 0 で用いた処理前の造塩染料 1 〜 3 を含有す

る各 インク組成物であ り、 これ らの場合 は、満足のい く十分な耐水性、耐 プ

リ一 ド性が得 られないものであ った。

産業上の利用可能性

ボールペ ン、マーキングペ ンな どの筆記具 に好適な筆記具用インク組成物

、及びそれに用いる色材 と して好適なもの となる。



請求の範囲

[ 請求項 1] ロイコ染料、造塩染料及び フォ 卜クロミック化合物か ら選ばれる少

な くも一種 を、下記式 （I ) で示 される化合物 に添加することによ り

得 られた色材 を含む ことを特徴 とする筆記具用インク組成物。

[ 化 1]

[ 請求項2] 造塩染料が下記式 （Π ) で示 されるジメチルジステア リル アンモニ

ゥ厶塩のカチォ ン及び酸性染料 とで構成 されることを特徴 とする請求

項 1 記載の筆記具用ィンク組成物。

[ 化2]

[ 請求項3] 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 ロイコ染料の質量比が

、 1 : 0 . 0 1 〜 1 の範囲にあることを特徴 とする請求項 1 記載の筆

記具用インク組成物。

[ 請求項4] 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記造塩染料の質量比が、

1 : 0 . 1 〜 2 の範囲にあることを特徴 とする請求項 1 又 は 2 記載の



筆記具用インク組成物。

[ 請求項 5] 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 フォ 卜クロミック化合

物の質量比が、 1 : 0 . 0 0 1 〜 0 . 1 の範囲にあることを特徴 とす

る請求項 1 記載の筆記具用ィンク組成物。

[ 請求項6] 請求項 1 〜 5 のいずれか 1 項 に記載のインク組成物 を搭載 した こと

を特徴 とする筆記具。

[ 請求項7] ロイコ染料、造塩染料、 フォ トクロミック化合物か ら選ばれる少な

くも一種 を、下記式 （I ) で示 される化合物 に添加することによ り得

られた ことを特徴 とする色材。

[ 化3]

[ 請求項8] 造塩染料が下記式 （Π ) で示 されるジメチルジステア リル アンモニ

ゥ厶塩のカチォ ン及び酸性染料 とで構成 されることを特徴 とする請求

項 7 記載の色材。

[ 化4]



[ 請求項 9] 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 ロイコ染料の質量比が

、 1 : 0 . 0 1 〜 1 の範囲にあることを特徴 とする請求項 7 記載の色

材。

[ 請求項 10] 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記造塩染料の質量比が、

1 : 0 . 1 〜 2 の範囲にあることを特徴 とする請求項 7 又 は 8 記載の

色材。

[ 請求項 11] 前記色材 に含 まれる式 （I ) の化合物 と前記 フォ 卜クロミック化合

物の質量比が、 1 : 0 . 0 0 1 〜 0 . 1 の範囲にあることを特徴 とす

る請求項 7 記載の色材。
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